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平成21年度特別徴収になる場合

※翌年度は、２月で納付した額と同じ額をそれ
　ぞれ４・６・８月に仮徴収として納めます。

普通徴収

６月 ２月１２月１０月８月

年税額
の
１/４

年税額
の
１/6

年税額
の
１/6

年税額
の
１/6

年税額
の
１/4

特別徴収

控除方式 所得控除方式

現　行 改　正　後

適用下限額 10万円 ５千円

控除限度額

総所得金額等の
25％（地方公共団
体に対する寄附金
以外の寄附金との
合計額）

総所得金額等の30％
（地方公共団体に対する寄附金以外の寄附金との合計額）

控除率

地方公共団体に対する寄附金のうち適用下限額を超える
部分について、一定の限度まで所得税と合わせて控除
［税額控除額の計算方法］
①と②の合計額を税額控除
　①（地方公共団体に対する寄附金－5千円）×10％
　②（地方公共団体に対する寄附金－5千円）×
　　（90％－※0～40％）……改正後追加された特別控除
※寄付者に適用される所得税の限界税率
②の額については、個人住民税所得割額の１割を限度

寄附金控除の対
象となる地方公
共団体範囲

都道府県
又は市町村

都道府県又は市町村

適用対象寄附金×
税率（10％）の
軽減効果

寄附金　４万円

寄附金控除対象額　3万5千円
適用下限額（寄附控除
の対象外）5,000円

所得税の所得控除によ
る税額軽減　3,500円

住民税の基本控除額
3,500円（10％一律） 住民税の特例控除額

（4万円－5,000円）×（90％－10％）
＝ 2万8,000円 ≧ 2万9,350円（住民税所得割額の１割）

住民税の税額控除　3万1,500円

所得税の限界税率（注）参照

所得税・住民税合わせて
3万5,000円の控除

税額控除方式

▼
対
象
と
な
る
方

　

公
的
年
金
を
受
給
さ
れ
て
い
る
65
歳
以

上
の
方
で
、
天
引
き
さ
れ
る
年
度
の
初
日

（
４
月
１
日
）
に
年
金
が
受
給
さ
れ
て
い
る

方
。
た
だ
し
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
さ

れ
る
方
は
、
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
。

⑴ 

平
成
21
年
１
月
２
日
以
降
に
町
外
へ
転

出
さ
れ
た
方

⑵ 

老
齢
基
礎
年
金
な
ど
が
18
万
円
未
満
の

方
⑶ 

介
護
保
険
料
が
普
通
徴
収（
個
人
納
付
）

の
方

⑷ 

天
引
き
さ
れ
る
べ
き
町
県
民
税
の
額
が
、

所
得
税
、
介
護
保
険
料
、
国
民
健
康
保

険
税
、
及
び
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

を
控
除
し
た
の
ち
の
老
齢
基
礎
年
金
額

を
超
え
る
方

※
企
業
年
金
、
遺
族
年
金
、
障
害
年
金
な
ど
か

ら
は
特
別
徴
収
さ
れ
ま
せ
ん
。

▼
天
引
き
（
特
別
徴
収
）
さ
れ
る
税
額

　

天
引
き
対
象
と
な
る
税
額
は
、
公
的
年

金
の
年
金
所
得
に
か
か
る
均
等
割
額
及
び

所
得
割
額
で
す
。

※
公
的
年
金
所
得
の
ほ
か
に
給
与
所
得
が
あ
り
、

給
与
か
ら
天
引
き
さ
れ
て
い
る
方
の
均
等
割
額

は
、
公
的
年
金
か
ら
天
引
き
さ
れ
ま
せ
ん
が
、

所
得
割
額
は
給
与
所
得
に
か
か
る
税
額
を
差
し

引
い
た
残
り
の
税
額
が
公
的
年
金
か
ら
天
引
き

さ
れ
ま
す
。

※
公
的
年
金
所
得
以
外
の
所
得
に
対
す
る
町
県

民
税
及
び
、
特
別
徴
収
の
対
象
と
な
ら
な
い
方

の
町
県
民
税
に
つ
い
て
は
、
従
来
通
り
の
方
法

に
よ
り
納
付
い
た
だ
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

※
現
在
、
給
与
か
ら
公
的
年
金
の
所
得
分
に
対

す
る
町
県
民
税
を
特
別
徴
収
さ
れ
て
い
る
65
歳

未
満
の
方
は
、
平
成
21
年
度
か
ら
は
そ
の
部
分

に
つ
い
て
は
普
通
徴
収
に
よ
り
納
付
い
た
だ
く

こ
と
に
な
り
ま
す
。

▼
申
告
手
続
き

　

個
人
住
民
税
の
寄
附
金
控
除
の
適
用
を

受
け
る
た
め
に
は
、
毎
年
１
月
１
日
か
ら

12
月
31
日
ま
で
に
行
っ
た
寄
附
に
つ
い
て
、

翌
年
３
月
15
日
ま
で
に
最
寄
り
の
税
務
署

に
所
得
税
の
確
定
申
告
を
行
っ
て
い
た
だ

く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
際
、
寄
附
先

か
ら
も
ら
っ
た
領
収
書
な
ど
を
申
告
書
に

添
付
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
の
で
、
注
意

し
て
く
だ
さ
い
。

※
具
体
的
な
寄
附
の
手
続
き
に
つ
い
て
は
、

寄
附
先
の
都
道
府
県
・
市
町
村
に
お
問
い

合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

【
寄
附
金
控
除
の
計
算
例
】

▼
条
件

▽
給
与
収
入
700
万
円
、
ま
た
は
事
業
所
得

510
万
円
で
夫
婦
子
２
人
（
う
ち
１
人
特
定

扶
養
）

▽
所
得
税
の
限
界
税
率
：
10
パ
ー
セ
ン
ト
、

住
民
税
所
得
割
額
：
29
万
３
千
500
円

※
注
「
所
得
税
の
限
界
税
率
」
は
個
人
の

所
得
、
所
得
控
除
額
に
応
じ
て
５
パ
ー
セ

ン
ト
、
10
パ
ー
セ
ン
ト
、
20
パ
ー
セ
ン
ト
、

23
パ
ー
セ
ン
ト
、
33
パ
ー
セ
ン
ト
、
40
パ
ー

セ
ン
ト
と
変
わ
り
ま
す
。

　

詳
し
く
は
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

税
務
グ
ル
ー
プ

☎
０
７
９
（
４
３
５
）
０
３
５
８

１
．
個
人
町
県
民
税
（
住
民
税
）
の
公
的
年
金
か
ら
の
天
引
き
（
特
別
徴
収
）

制
度
が
導
入
さ
れ
ま
す

　

今
ま
で
納
付
書
や
口
座
振
替
で
納
付
い
た
だ
い
て
い
た
公
的
年
金
な
ど
に
か
か
る

個
人
の
町
県
民
税
が
、
平
成
21
年
10
月
以
降
に
支
払
わ
れ
る
老
齢
基
礎
年
金
・
老
齢

年
金
ま
た
は
退
職
年
金
な
ど
の
公
的
年
金
か
ら
天
引
き
（
特
別
徴
収
）
さ
れ
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。
こ
の
改
正
は
、
納
付
方
法
を
変
更
す
る
も
の
で
あ
り
、
こ
れ
に
よ
り

新
た
な
負
担
は
生
じ
ま
せ
ん
。

２
．
都
道
府
県
・
市
町
村
に
対
す
る
寄
附
金
税
制
が
拡
充
さ
れ
ま
す

　
「
ふ
る
さ
と
」
に
対
し
貢
献
ま
た
は
応
援
を
し
た
い
と
い
う
思
い
を
実
現
す
る

観
点
か
ら
、
個
人
住
民
税
の
都
道
府
県
・
市
町
村
に
対
す
る
寄
附
金
税
制
が
変
更

さ
れ
ま
す
。

平
成
21
年
度
か
ら
実
施
さ
れ
る
住
民
税
の
主
な
改
正
点
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

▼
問
い
合
わ
せ　

税
務
グ
ル
ー
プ　

☎
０
７
９
（
４
３
５
）
０
３
５
８

平
成
21
年
度

住
民
税
（
町
民
税
・
県
民
税
）
の
改
正

天引き（特別徴収）の時期及び徴収方法

　年度前半においては、年税額の１/４ずつを１
期（６月）・２期（８月）に普通徴収により納付書
または口座振替で、ご自分でお支払いいただき
ます。
　年度後半の10月・12月・２月の年金支払い時
においては、年税額の１/６ずつを年金から天引
き（特別徴収）いたします。
　一括の口座振替をされている方は、１期、２期
分は１期に振替、10月以降は年金から天引きに
なります。いずれについても、手続きは不要で
す。

住民税（町県民税）の減免
　失業や退職などにより所得が無くなったり、著しく
減少した場合で、一定の要件を満たしていれば減免を
受けることができます。
　減免の申請をされる方は、納期限の7日前までに申請
書を提出してください。減免申請書は税務グループの
窓口にあります。
▶対象者
　①平成20年中の所得が800万円以下の人で、失業や

退職、休業、廃業などの事由発生後の所得が、前年の
所得と比べて半分以下に減少すると認められる人や、
病気などで引き続き3ヵ月以上療養中の人　

　②納税義務者が死亡し、相続人の納税が困難である
と認められる場合
▶申請に必要なもの　納税通知書・印鑑・上記の①に

該当することを証明できる書類（雇用保険受給資格者
証、無職の申立書、医師の診断書など。年金受給者は
年金証書・年金改定通知など最新の年金額がわかる
もの）
▶問い合わせ　税務グループ
　　　　　　　☎０７９（４３５）０３５８
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国民健康保険税の内訳

国民健康保険税
介
護
納
付
金

後
期
高
齢
者

支
援
金

医
療
給
付
費

▼
対
象

40
歳
以
上
64
歳
以

下
の
被
保
険
者

▼
対
象

74
歳
以
下
の
す
べ

て
の
被
保
険
者

＊医療給付費分と後期高齢者支援金分は全ての被保険者の方に課税されます。
＊介護納付金分は、40歳～64歳の被保険者の方のみ課税されます。

表①　平成21年度国民健康保険税の税率

介護納付金分

21年度

2.40％

13,200円

100,000円

20年度

2.40％

13,200円

90,000円

⑦所得割

⑧均等割

課税限度額

⑦所得割：医療給付費分と同様に計
算し、2.40％をかけた金額

⑧均等割：被保険者１人につき
13,200円

１年間の保険税額＝⑦＋⑧
（最高10万円）

後期高齢者支援金分

21年度

2.00％

6,800円

5,400円

120,000円

20年度

1.40％

5,400円

4,800円

120,000円

④所得割

⑤均等割

⑥平等割

課税限度額

⑤所得割：医療給付費分と同様に計
算し、2.00％をかけた金額

⑥均等割：被保険者１人につき
6,800円

⑦ 平等割：１世帯につき
5,400円

１年間の保険税額＝⑤＋⑥＋⑦
（最高12万円）

医療給付費分

21年度

7.90％

27,600円

22,800円

470,000円

20年度

6.90％

24,000円

21,600円

470,000円

①所得割

②均等割

③平等割

課税限度額

①所得割：被保険者の20年中の所得
金額から33万円を控除し、7.90％
をかけた金額

②均等割：被保険者１人につき
27,600円

③ 平等割：１世帯につき
22,800円

１年間の保険税額＝①＋②＋③
（最高47万円）

　

国
民
健
康
保
険
税
の
平
成
21
年
度
の
税

率
は
表
①
の
通
り
改
正
さ
れ
ま
し
た
。
高

齢
化
に
伴
う
医
療
費
の
伸
び
や
平
成
20
年

度
か
ら
の
医
療
費
の
改
正
な
ど
に
よ
り
税

率
を
改
正
し
て
い
ま
す
。

　

保
険
税
は
、
医
療
給
付
費
分
と
後
期
高

齢
者
支
援
金
分
と
介
護
納
付
金
分
の
合
計

額
で
、
医
療
給
付
費
分
及
び
後
期
高
齢
者

支
援
金
分
は
74
歳
以
下
の
す
べ
て
の
被
保

険
者
が
、
介
護
納
付
金
分
は
40
歳
以
上
64

歳
以
下
の
被
保
険
者
が
対
象
に
な
り
ま
す
。

　

医
療
給
付
費
分
と
後
期
高
齢
者
支
援
金

の
税
率
は
、
必
要
な
医
療
費
の
額
な
ど
を

基
に
、
介
護
納
付
金
分
の
税
率
は
、
社
会

保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
へ
の
拠
出
予
定

額
を
基
に
毎
年
見
直
し
を
行
っ
て
い
ま
す
。

保
険
税
の
一
人
当
た
り
の
負
担
額
に
つ
い

て
は
、
基
金
（
貯
金
）
の
取
り
崩
し
や
一

般
会
計
か
ら
の
繰
り
入
れ
に
よ
り
抑
え
て

お
り
ま
す
。

　

医
療
給
付
費
分
に
つ
い
て
は
、
所
得
割

は
7.9
パ
ー
セ
ン
ト
、
均
等
割
と
平
等
割
は
、

そ
れ
ぞ
れ
２
万
７
千
600
円
、
２
万
２
千
800

円
と
な
っ
て
お
り
、
限
度
額
に
つ
い
て
は
、

47
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

後
期
高
齢
者
支
援
金
分
に
つ
い
て
は
、

所
得
割
は
2.0
パ
ー
セ
ン
ト
、
均
等
割
と
平

等
割
は
、
そ
れ
ぞ
れ
６
千
800
円
、
５
千
400

円
と
な
っ
て
お
り
、
限
度
額
に
つ
い
て
は
、

12
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

介
護
納
付
金
分
に
つ
い
て
は
、
所
得
割

は
2.4
パ
ー
セ
ン
ト
、
均
等
割
は
１
万
３
千

200
円
と
な
っ
て
お
り
、
限
度
額
に
つ
い
て

は
、
10
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

保
険
税
の
納
め
方

普
通
徴
収
…
保
険
税
の
納
期
は
、
７
月
か

ら
翌
年
３
月
ま
で
の
計
９
回
と
な
っ
て
い

ま
す
。
納
期
限
は
毎
月
末
（
12
月
は
25
日
）

で
、
そ
の
日
が
金
融
機
関
の
休
日
に
当
た

る
場
合
は
、
翌
営
業
日
と
な
り
ま
す
。

特
別
徴
収
…
国
民
健
康
保
険
に
加
入
す
る

65
歳
以
上
74
歳
未
満
の
世
帯
主
の
方
で
、

左
記
の
①
～
④
の
全
て
に
該
当
す
る
方
は
、

原
則
と
し
て
年
金
か
ら
収
め
て
い
た
だ
く

こ
と
に
な
り
ま
す
。

①
世
帯
主
が
国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て

お
り
65
歳
以
上
74
歳
未
満
で
あ
る
場
合

②
世
帯
の
国
民
健
康
保
険
加
入
者
が
全
員

65
歳
以
上
74
歳
未
満
で
あ
る
場
合

③
世
帯
主
が
年
額
18
万
円
以
上
の
年
金
を

受
給
し
て
い
る
場
合

④
世
帯
主
が
、
介
護
保
険
料
の
特
別
徴
収

対
象
者
で
、
介
護
保
険
料
と
国
民
健
康

保
険
税
の
合
計
額
が
年
金
支
給
額
の
半

額
を
超
え
な
い
場
合

　

ま
た
、
平
成
21
年
度
中
に
75
歳
に
な
る

方
に
つ
い
て
は
、
後
期
高
齢
者
医
療
保
険

に
加
入
さ
れ
る
年
に
な
り
ま
す
の
で
、
納

め
す
ぎ
を
防
ぐ
た
め
に
、
国
民
健
康
保
険

税
は
、
普
通
徴
収
に
変
更
さ
れ
ま
す
。

保
険
税
の
減
免
申
請

　

失
業
、
退
職
な
ど
に
よ
り
所
得
が
激
減

す
る
な
ど
、
一
定
の
要
件
を
満
た
す
と
き

は
、
申
請
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
保
険
税
の

減
免
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
提
出

期
限
は
、
納
期
限
の
７
日
前
ま
で
と
な
っ

て
い
ま
す
。

所
得
の
申
告
は
お
済
み
で
す
か

　

す
べ
て
の
納
税
義
務
者
（
世
帯
主
）
と

国
民
健
康
保
険
の
加
入
者
は
、
た
と
え
収

入
が
無
く
て
も
前
年
中
の
所
得
の
状
況
を

申
告
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

た
だ
し
、
確
定
申
告
や
住
民
税
の
申
告

を
し
た
方
、
納
税
義
務
者
や
加
入
者
の
税

法
上
の
扶
養
と
な
っ
て
い
る
方
、
給
与
や

年
金
の
支
払
報
告
書
が
提
出
さ
れ
て
い
る

方
は
不
要
で
す
。

　

所
得
の
申
告
が
な
け
れ
ば
軽
減
（
減
額
）

も
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
の
で
、
ご
注
意
く
だ

さ
い
。

保
険
税
を
滞
納
す
る
と
保
険
証
を

お
渡
し
で
き
な
く
な
り
ま
す

　

国
民
健
康
保
険
税
を
災
害
そ
の
他
の
特

別
な
事
情
が
な
い
の
に
滞
納
し
、
一
定
期

間
を
経
過
し
た
場
合
は
、
保
険
証
を
お
渡

し
で
き
な
く
な
り
、
資
格
証
明
書
で
受
診

し
て
い
た
だ
き
ま
す
。

　

資
格
証
明
書
で
受
診
さ
れ
た
場
合
の
医

療
費
は
、
い
っ
た
ん
全
額
自
己
負
担
と
な

り
、
そ
の
後
役
場
で
手
続
き
を
す
る
こ
と

に
よ
っ
て
、
医
療
費
の
７
割
分
を
請
求
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

さ
ら
に
経
過
す
る
と
、
高
額
医
療
費
な

ど
の
保
険
給
付
が
差
し
止
め
ら
れ
ま
す
。

　

健
康
保
険
の
制
度
は
皆
さ
ん
で
支
え
合

う
こ
と
で
成
り
立
っ
て
い
ま
す
。
保
険
税

は
必
ず
納
期
内
に
納
め
ま
し
ょ
う
。

口
座
振
替
の
ご
利
用
を

　

国
民
健
康
保
険
税
を
は
じ
め
と
す
る
町

税
の
納
付
に
つ
い
て
は
、
便
利
な
口
座
振

替
制
度
を
ご
利
用
く
だ
さ
い
。
郵
便
局
で

も
ご
利
用
い
た
だ
け
ま
す
。

▼
問
い
合
わ
せ　

税
務
グ
ル
ー
プ

☎
０
７
９
（
４
３
５
）
０
３
５
８

国
民
健
康
保
険
税
の
税
率
を
改
正
し
ま
し
た

▼
問
い
合
わ
せ　

税
務
グ
ル
ー
プ　

☎
０
７
９
（
４
３
５
）
０
３
５
８
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制度の
改正

制度の
改正

障がい福祉なんでも相談室障がい福祉なんでも相談室
利用予約の電話番号が変更になりました　

☎０７９（４３５）２３６１

改正後【平成21年7月から】
同左
町県民税非課税世帯かつ本人の年金収入
を加えた所得が80万円以下の者
※制度対象外となる非課税世帯で年金収
入80万円超の者については、平成23年
6月末まで経過措置あり

同左

一般の場合　　　廃止
低所得Ⅱの場合　外来 月額  8,000円
　　　　　　　　入院 月額24,600円
低所得Ⅰの場合　外来 月額  8,000円
　　　　　　　　入院 月額15,000円

同左

町県民税所得割税額23.5万円未満の者

１医療機関あたり、1日600円を限度に
月２回（1,200円まで）の負担
【所得を有しない者は、1日400円を限度
に月２回（800円まで）の負担】
定率１割負担（負担限度額　月額2,400円）
【所得を有しない者は、月額1,600円】
※長期入院（連続して3ヵ月を超える入院
の場合）は、4ヵ月目以降の一部負担金なし

※乳幼児等医療費助成制度については、
今回改正はありません。

同左

同左

１医療機関あたり、１日600円を限度に
月２回（1,200円まで）の負担
【所得を有しない者は、1日400円を限度
に月２回（800円まで）の負担】
定率1割負担（負担限度額　月額2,400円）
【所得を有しない者は、月額1,600円】
※長期入院（連続して3ヵ月を超える入院
の場合）は、4ヵ月目以降一部負担金なし

改正前【平成21年6月末まで】
65歳以上69歳以下の者

本人が町民税非課税者で現役並み所得者
の家族でない者

定率２割負担
【所得を有しない者は１割負担】
一般の場合 外来 月額12,000円　 
 入院 月額44,400円
低所得Ⅱの場合 外来 月額  8,000円　
 入院 月額24,600円
低所得Ⅰの場合 外来 月額  8,000円 
 入院 月額15,000円
・障害程度1級・2級・3級（内部障害の
み）の身体障害者
・知的障害者（療育Ａ・Ｂ１判定）
・精神障害者（精神障害者保健福祉手帳
1級所持者）ただし、精神疾患による
医療を除く一般医療が対象

特別障害者手当の所得制限を準用

１医療機関あたり、1日500円を限度に
月２回（1,000円まで）の負担
【所得を有しない者は、1日300円を限度
に月２回（600円まで）の負担】
定率１割負担（負担限度額　月額2,000円）
【所得を有しない者は、月額1,200円】
※長期入院（連続して3ヵ月を超える入院
の場合）は、4ヵ月目以降一部負担金なし
９歳に達する日以降の最初の３月31日まで

所得制限なし

一部負担金なし

一部負担金なし

20歳に達した年度末までの児童を監護
する母または父及びその児童、遺児

児童扶養手当の所得制限を準用

１医療機関あたり、１日500円を限度に
月２回（1,000円まで）の負担
【所得を有しない者は、1日300円を限度
に月２回（600円まで）の負担】
定率1割負担（負担限度額　月額2,000円）
【所得を有しない者は、月額1,200円】
※長期入院（連続して3ヵ月を超える入院
の場合）は、4ヵ月目以降一部負担金なし

老人医療費
助成事業

障害者医療費
助成事業
・

高齢障害者
医療費助成事業

乳幼児等医療費
助成事業

母子家庭等
医療費
助成事業

区　分
対象者

所得制限
基準

一部負担金

負担上限額

対象者

所得制限
基準

対象者
所得制限
基　準

対象者

所得制限
基　準

一部
負担金

一部
負担金

一部
負担金

外
来

入
院

外
来

入
院

外
来

入
院

※所得を有しない者とは、町県民税非課税世帯で世帯全員の前年の合計所得金額が０円の人です。

　

福
祉
医
療
制
度
は
安
全
・
安
心
な
社
会

づ
く
り
を
推
進
す
る
施
策
の
一
環
と
し
て

大
き
な
役
割
を
果
た
し
て
い
ま
す
。
こ
の

度
の
見
直
し
は
兵
庫
県
の
行
財
政
構
造
計

画
の
一
環
と
し
て
実
施
さ
れ
、
こ
の
制
度

が
将
来
に
わ
た
り
持
続
的
で
安
定
し
た
制

度
と
し
て
維
持
し
て
い
く
た
め
に
、
制
度

を
取
り
巻
く
環
境
の
変
化
に
対
応
し
た
見

直
し
を
行
う
も
の
で
す
。

　

老
人
医
療
費
助
成
制
度
に
つ
い
て
は
、

高
齢
者
を
取
り
巻
く
社
会
環
境
や
国
民
意

識
の
変
化
と
医
療
保
険
制
度
改
革
に
対
応

し
、
助
成
対
象
を
低
所
得
者
に
重
点
化
す

る
と
と
も
に
、
低
所
得
者
基
準
を
拡
大
し

ま
す
。
ま
た
、障
害
者
医
療
費
助
成
制
度
・

高
齢
障
害
者
医
療
費
助
成
制
度
に
お
い
て

は
、
自
立
支
援
医
療
と
の
整
合
を
図
る
た

め
、
所
得
制
限
や
一
部
負
担
金
の
見
直
し

を
行
い
、
母
子
家
庭
等
医
療
費
助
成
制
度

に
お
い
て
も
障
害
者
医
療
費
助
成
制
度
に

準
拠
し
た
一
部
負
担
金
の
見
直
し
を
行
い

ま
す
。

　

な
お
、
各
制
度
の
見
直
し
に
よ
り
対
象

外
と
な
る
現
在
の
一
部
受
給
者
の
方
に
つ

い
て
は
、
平
成
21
年
7
月
か
ら
平
成
23
年

6
月
ま
で
の
2
年
間
、
経
過
措
置
を
講
じ

ま
す
。

※
現
在
受
給
者
証
を
お
持
ち
の
方
に
つ
い
て
は

６
月
末
頃
に
更
新
を
行
い
、
継
続
し
て
各
福

祉
医
療
制
度
に
該
当
す
る
方
に
は
新
し
い
受

給
者
証
を
郵
送
し
ま
す
。
ま
た
、
非
該
当
に

な
る
方
に
は
非
該
当
通
知
を
郵
送
し
ま
す
。

※
新
た
に
対
象
と
な
る
方
は
、
健
康
保
険
証
・

印
鑑
・
平
成
21
年
1
月
1
日
現
在
の
住
所
地

で
発
行
さ
れ
た
平
成
21
年
度
所
得
課
税
証
明

書
〔
平
成
21
年
1
月
1
日
以
降
に
転
入
さ
れ

た
方
の
み
〕・
障
害
者
手
帳
〔
障
害
者
（
児
）

医
療
費
助
成
制
度
対
象
者
の
み
〕
を
持
参
の

上
、
保
険
年
金
グ
ル
ー
プ
ま
で
申
請
し
て
く

だ
さ
い
。

　

高
齢
者
、
障
が
い
者
、
母
子
・
父
子
家
庭
等
及
び
乳
幼
児
な
ど
、
医
療
保
険
制

度
の
自
己
負
担
の
一
部
を
助
成
し
て
い
る
福
祉
医
療
制
度
が
、
７
月
よ
り
改
正
さ

れ
ま
す
。

▼
問
い
合
わ
せ　

保
険
年
金
グ
ル
ー
プ　

☎
０
７
９
（
４
３
５
）
２
５
８
１

福
祉
医
療
制
度
の
改
正 　

ど
こ
で
誰
に
相
談
す
れ
ば
良
い
の
か
、

ま
た
は
、
相
談
と
い
っ
て
も
ど
ん
な
相
談

に
の
っ
て
く
れ
る
の
か
で
お
困
り
の
方
、

い
ら
っ
し
ゃ
い
ま
せ
ん
か
？
精
神
障
が
い

者
相
談
員
の
活
動
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

●
相
談
内
容

Ｑ
．
精
神
障
が
い
者
手
帳
に
つ
い
て
知
り

た
い

Ａ
．
申
請
の
仕
方
、
手
帳
に
よ
り
利
用
で

き
る
福
祉
サ
ー
ビ
ス
な
ど
の
話
を
し
ま
す

Ｑ
．
家
族
が
精
神
的
に
良
く
な
く
、
精
神

科
を
受
診
さ
せ
た
方
が
良
い
の
か
、
ま
た

ど
こ
に
精
神
科
病
院
、
ク
リ
ニ
ッ
ク
が
あ

る
の
か
教
え
て
ほ
し
い

Ａ
．
ご
本
人
の
様
子
を
聞
か
せ
て
い
た
だ

き
、
受
診
の
必
要
性
が
あ
る
場
合
は
、
医

療
機
関
の
情
報
提
供
を
し
ま
す

Ｑ
．
経
済
的
に
困
っ
て
い
る
の
で
、
障
害

年
金
や
生
活
保
護
に
つ
い
て
教
え
て
ほ
し

いＡ
．
障
害
年
金
や
生
活
保
護
の
概
要
、
受

給
要
件
、
申
請
の
流
れ
を
お
話
し
ま
す

Ｑ
．
体
調
を
崩
し
て
し
ま
い
、
仕
事
を
し

た
い
が
、
す
ぐ
に
働
け
る
か
自
信
が
な
い

Ａ
．
ご
本
人
の
意
向
を
聞
き
、
作
業
所
な

ど
の
情
報
提
供
を
し
ま
す

●
そ
の
他

　
「
病
気
の
症
状
に
つ
い
て
」「
福
祉
サ
ー

ビ
ス
を
利
用
し
た
い
」「
今
の
自
分
の
気
持

ち
を
聞
い
て
ほ
し
い
」「
障
が
い
の
あ
る
子

ど
も
と
の
接
し
方
が
わ
か
ら
な
い
」
…
と
、

相
談
は
多
種
多
様
で
す
。

　

一
人
で
相
談
に
行
く
の
が
不
安
な
方
は
、

ご
家
族
と
、
ま
た
は
ご
家
族
の
み
や
関
係

者
の
方
か
ら
で
も
相
談
を
受
け
付
け
て
い

ま
す
。

　
『
障
が
い
福
祉
な
ん
で
も
相
談
室
』
と
あ

る
よ
う
に
、
日
常
生
活
で
困
っ
て
い
る
こ

と
、
ま
た
福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
申
請
の
仕

方
な
ど
、
な
ん
で
も
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

上
記
の
よ
う
な
相
談
を
、
相
談
員
は
相
談

者
と
と
も
に
一
緒
に
考
え
て
い
き
ま
す
。

相
談
内
容
が
外
に
漏
れ
る
こ
と
は
あ
り
ま

せ
ん
。
相
談
内
容
に
よ
っ
て
、
他
の
機
関

に
連
絡
を
す
る
場
合
は
、
ご
本
人
や
ご
家

族
の
方
の
了
承
を
得
て
、
対
応
し
て
い
き

ま
す
。ま
た
、精
神
障
が
い
だ
け
で
は
な
く
、

身
体
や
知
的
の
障
が
い
に
つ
い
て
の
相
談

も
必
要
な
方
に
は
、
身
体
・
知
的
の
相
談

員
と
連
携
し
て
対
応
し
ま
す
。

　

ご
本
人
や
ご
家
族
の
都
合
に
よ
り
外
出

で
き
な
い
場
合
に
は
自
宅
に
訪
問
も
し
て

い
ま
す
の
で
、
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

　４月号から紹介しております障がい福祉なんでも相談室、
今月号で最後になります。

精神障がい者相談員の荒木さんからの紹介です
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